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長野市（以下「市」という。）は、長野市温湯地区温泉利用施設（以下「本施設」という。

）の整備・運営を行う事業（以下「本事業」という。）について、民間の資金、経営能力及

び技術的能力の活用を図るため、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律」（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づく事業（以下「

ＰＦＩ事業」という。）として実施することを予定しています。 

この実施方針は、ＰＦＩ法に基づく特定事業の選定及び特定事業を実施する民間事業者（

以下「事業者」という。）の選定を行うにあたって、「民間資金等の活用による公共施設等

の整備等に関する事業の実施に関する基本方針」（平成 12 年総理府告示第 11 号）にのっと

り、本事業の実施に関する方針（以下「実施方針」という。）として定めるものです。 

 

 

第１ 特定事業の選定に関する事項 

 

１ 事業内容に関する事項 

 

(1) 事業名称 

 長野市温湯地区温泉利用施設整備・運営ＰＦＩ事業 

 

(2) 対象となる公共施設等の種類 

 温泉利用施設及び老人福祉センター 

 

(3) 公共施設等の管理者等の名称 

長野市長  鷲澤 正一 

 

(4) 事業の目的 

長野市は昭和 50 年に、温湯地区において日帰り温泉施設を建設し、長年にわたり

地区住民はもとより市民に対して、憩いの場を提供してきました。その後、施設の

老朽化が著しくなってきたことや平成８年～９年に近隣に新源泉を掘削したこと等

から、この温泉を活用した新しい施設を整備することといたしました。 

施設の整備に当たっては、老人保健福祉計画に基づき、地域福祉の拠点となる老

人福祉センターを併設するものであります。 

本事業は、本施設が複合施設となることを踏まえ、新たな地域のコミュニティ施

設として、子供から高齢者まですべての市民が利用できる「ふれあい・交流」の場

と温泉を利用した心身の「健康維持・健康増進」の場を提供することにより、地域

の活性化と福祉の増進を図るとともに、民間事業者の優れたノウハウを活用するこ

とにより、財政負担の縮減や市民サービスの向上を目的とします。 
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(5) 事業の内容 

ア 事業方式 

本事業の事業方式は、事業者がＰＦＩ法に基づき、自らの資金で本施設の設計、

建設した後、市に所有権を移転し、運営期間中に係る運営及び維持管理を行うＢ

ＴＯ（Build Transfer and Operate）方式とします（別紙－３事業スキーム図参

照）。 

 

イ 事業期間 

事業期間は、次のとおりとする。 

・設計･建設期間：特定事業契約締結日(平成 17年 3 月を予定)～平成 18年 3 月 

・運営期間   ：平成 18 年 4 月から平成 33 年 3 月 

 

ウ 施設概要 

(ｱ) 建設場所 長野市若穂綿内 綿内東山工業団地内（別紙－１計画地位置図参照） 

 

(ｲ) 施設の位置づけ 

市は、本施設を地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第２４４条の規定による

公の施設とし、本事業を実施する特別目的会社（Special Purpose Company。以下

｢ＳＰＣ｣と略す。）を同法第２４４条の２第３項の規定による指定管理者として指

定する予定です。 

 

(ｳ) 施設内容 

本施設は「温泉利用施設」と「老人福祉センター」の２施設で構成される複合

施設であり、「温泉・健康維持増進ゾーン」、「老人福祉ゾーン」、「休憩ゾーン」及

び「管理共用ゾーン」の４つのゾーンからなる屋内施設と駐車場などの屋外施設

から構成されます。 

 

エ 本施設におけるサービス提供の基本的な方針 

 (ｱ) 事業者は、本施設において、運営期間にわたって、良質で魅力的なサービスを

提供し、市民の誰もが安全、快適かつ便利に利用できるような品質・サービス水

準等を保持するものとします。 

 

 (ｲ) 本施設の利用方法は次のとおりとします。 

a 「温泉・健康維持増進ゾーン」は、市民が有料で利用できるものとします。 

b 「老人福祉ゾーン」及び「駐車場」は、市民が無料で利用できるものとします。 

c 「休憩ゾーン」は、施設内容に応じて有料又は無料で市民が利用できるものと

します。 
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オ 事業の対象となる業務範囲 

事業者が行う業務の範囲は、次のとおりとします。 

 

(ｱ) 本施設の設計・建設業務 

a 調査業務（周辺家屋影響調査、電波障害調査等） 

b 設計業務（基本設計、実施設計、工事監理） 

c 建築確認申請等の手続業務及びその関連業務 

d 建設工事（温泉引湯工事、外構工事等の付帯工事を含む。）及びその関連業務 

e 備品の整備 

f 所有権移転業務 

 

(ｲ) 本施設の運営業務 

a 温泉利用施設の運営業務及びその関連業務 

b 老人福祉センターの運営業務及びその関連業務 

 

(ｳ) 本施設の維持管理 

a 建築物保守管理業務 

b 建築設備保守管理業務 

c 温泉設備保守管理業務 

d 備品等保守管理業務 

e 清掃業務 

f 植栽等維持管理業務 

g 環境衛生管理業務 

h 修繕業務  

i 警備業務 

j 源泉及び当該市有地の維持管理業務 

 

カ 施設利用料金 

(ｱ) 本施設の利用料金は、市の収入とします。 

(ｲ) 本施設は公の施設とする予定であることから、施設の利用料金については、事

業者の提案を踏まえ、市が設定します。 

 

キ 事業者の収入 

本事業における事業者の収入は、事業者が実施する本施設の設計・建設業務に

係る対価並びに運営業務及び維持管理業務に係る対価から構成されます。 

 

(ｱ) 設計・建設業務に係る対価 

市は、設計・建設業務に係る対価について、特定事業契約においてあらかじめ

定める額を、割賦方式により事業者に支払います。 
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(ｲ) 運営業務及び維持管理業務に係る対価 

市は、運営業務及び維持管理業務に係る対価について、特定事業契約において

あらかじめ定める額を、運営期間にわたり事業者に支払います。なお、その額は、

運営業務及び維持管理業務に要する総費用を運営期間にわたって平準化した額を

基本とします。 

 

(ｳ) その他 

・施設の利用者が市及び事業者が想定した基準を上回る場合には、運営業務及び

維持管理業務に係る対価を増額することがあります。 

・事業者の提供するサービスが市の要求水準を下回る場合には、運営業務及び維

持管理業務に係る対価を減額することがあります。 

 

(6) 事業のスケジュール（予定） 

ア 特定事業契約の締結 平成17年3月 

イ 施設の設計・建設 平成17年3月～平成18年3月（1年） 

ウ 施設の所有権移転期限 平成18年3月 

エ 施設の運営・維持管理 平成18年4月～平成33年3月（15年間） 

オ 運営期間の終了 平成33年3月 

 

(7) 法令等の遵守 

本事業の実施に当たっては、以下の法令等を遵守しなければなりません。 

ア 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号） 

イ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

ウ 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号） 

エ 温泉法（昭和 23 年法律第 125 号） 

オ 公衆浴場法（昭和 23 年法律第 139 号）  

カ 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律

（平成 6 年法律第 44 号） 

キ 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号） 

ク その他関係法令、条例、規則等 

 

２ 特定事業の選定及び公表に関する事項 

 

(1) 選定基準 

本事業をＰＦＩ事業として実施することにより、事業期間を通じた市の財政負担の

縮減を期待できる場合又は市の財政負担が同一の水準にある場合において公共サービ

スの水準の向上を期待できる場合に、本事業を特定事業として選定します。 

 

(2) 選定方法 
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ア 市の財政負担額の算定に当たっては、将来の費用と見込まれる財政負担の総額を

算出します。その場合、事業者からの税収その他の収入等の適切な調整を行います。 

イ 上記アで算出した財政負担の総額を現在価値に換算して評価を行います。 

ウ 利用者が提供を受ける公共サービス水準については、できる限り定量的評価（サ

ービスの頻度等数値化できるものは数値による評価）を行うこととしますが、定量

化が困難な場合には、客観性を確保したうえで、定性的評価（サービスの質等数値

化が困難なものは文言による評価）を行います。 

 

(3) 選定結果の公表 

特定事業の選定を行ったときは、その判断の結果を評価の内容と併せ、速やかに公

表します。また、特定事業の選定を行わないことにしたときも、同様に公表します。

選定結果の公表は、公告の手続きをもって行います。 

 

 

 



 

 6

第２ 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

 

１ 事業者の募集及び選定方法 

 市は、本事業への参画を希望する事業者を広く公募し、透明性及び公平性に十分留意

して事業者を選定します。なお、事業者の選定は、価格及びその他の条件により選定を

行う総合評価一般競争入札で行う予定です。 

 

２ 事業者の募集及び選定の手順 

(1) 事業者の募集・選定スケジュール（予定） 

本事業における事業者の募集・選定スケジュール（予定）は、次のとおりとします。 

 

平成１６年 ４月１２日(月)  実施方針の公表 

平成１６年 ４月１９日(月) 実施方針に関する説明会及び現地見学会 

平成１６年 ４月１３日(火)～ 

平成１６年 ４月２６日(月) 
実施方針に対する質問・意見の受付 

平成１６年 ５月１７日(月) 実施方針に対する質問・意見への回答 

平成１６年 ５月中旬 要求水準書（案）の公表 

平成１６年 ５月下旬～ 要求水準書（案）に対する質問受付 

平成１６年 ６月下旬 特定事業の選定・公表 

平成１６年 ７月上旬 入札説明書等の公表 

平成１６年 ７月上旬 入札説明書等に対する説明会及び現地見学会 

平成１６年 ７月中旬 入札説明書等に関する第一回質問受付 

平成１６年 ８月上旬 入札説明書等に関する第一回質問回答の公表 

平成１６年 ８月中旬 参加表明書、資格審査申請書類受付 

平成１６年 ８月下旬 資格審査結果の通知 

平成１６年 ９月上旬 入札説明書等に関する第二回質問受付 

平成１６年１０月上旬 入札説明書等に関する第二回質問回答の公表 

平成１６年１０月下旬 入札及び提案書の受付 

平成１６年１２月上旬 落札者の決定及び公表 

平成１７年 １月下旬 仮契約締結 

平成１７年 ３月下旬 特定事業契約締結 

 

(2) 事業者の募集手続等 

ア 実施方針等の公表 

本実施方針を、平成１６年４月１２日（月）に公表します。 

 

イ 説明会等の開催 

実施方針等に関する説明会及び現地見学会を、次の要領で開催します。 

(ｱ) 実施方針等に関する説明会 

開催日時 平成１６年４月１９日（月） 午後１時から 
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開催場所 エムウェーブ 多目的室 

所在地  長野市北長池１９５ 

連絡先  長野市産業振興部観光課 ＰＦＩ担当 

 

(ｲ) 現地見学会 

開催日時 平成１６年４月１９日（月） 午後３時から 

開催場所 長野市若穂綿内 綿内東山工業団地内 

※別紙－１計画地位置図参照 

連絡先  長野市産業振興部観光課 ＰＦＩ担当 

 

説明会等への参加希望者は、実施方針等に関する説明会及び現地見学会参加

申込書（第 1 号様式）に必要事項を記入し、ＦＡＸ又はＥ-mail により提出して

ください。 

あて先 長野市産業振興部観光課 ＰＦＩ担当 

ＦＡＸ 026－224－5043 

Ｅ-mail Kankou@city.nagano.nagano.jp 

（文書形式は、MS- Word （Windows 版）とします。） 

 

ウ 実施方針に関する質問・意見の受付 

(ｱ) 質問・意見の受付方法 

質問・意見の内容を簡潔にまとめ、実施方針に関する質問・意見書（第２号様

式）に記入し提出してください。 

 

(ｲ) 受付期間 

平成１６年４月１３日（火）から４月２６日（月）午後５時まで 

 

(ｳ) 提出方法 

Ｅ-mail、郵送又は持参 

（郵送又は持参の場合、印刷物を添付してフロッピーディスクにて提出してく

ださい。） 

あて先 〒380-8512 長野市大字鶴賀緑町１６１３番地 

長野市産業振興部観光課 ＰＦＩ担当 

ＴＥＬ 026－224－5042 

Ｅ-mail Kankou@city.nagano.nagano.jp 

（文書形式は、MS- Excel（Windows 版）とします。） 

 

エ 実施方針に関する質問・意見への回答 

質問・意見に対する回答は、平成１６年５月１７日（月）までに「長野市公式
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ホームページ」において公表するとともに、観光課において閲覧に供します。た

だし、企業名は公表しません。また、質問者・意見者の特殊な技術、ノウハウ等

に係る質問者・意見者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あると市が認めたものを除きます。 

 

オ 特定事業の選定・公表 

実施方針に関する意見等を踏まえ、ＰＦＩ事業として実施することが適切である

と認められる場合、本事業を特定事業として選定し、平成１６年６月下旬に公表す

ることを予定しています。 

 

３ 応募者の備えるべき参加資格要件 

 

(1) 応募者の構成等 

応募者の構成等は、次のとおりとする。 

ア 応募者は、複数の企業により構成されるものとします。応募者を構成する企業数

の上限は任意としますが、本業務の実施に関して各々の構成員が適切な役割を担う

必要があります。応募者は、応募者を代表し、市との交渉窓口となる企業１社を「代

表企業」として定める必要があります。 

 

イ 参加表明書の提出以降、応募者の構成員の変更は原則として認めません。ただし、

参加表明書の提出後に応募者の代表企業以外の構成員の一部について、会社更生法

（平成14年法律第154号）に基づく更正手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年

法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされた場合若しくは市から指名停

止を受けたことにより参加資格を失った場合においては、入札（提案書提出）日の

４日前までに市と協議を行い、構成員を補充する等し、改めて参加表明書を提出し、

入札日までに入札参加資格の確認を受けたときは、入札に参加することができます。 

 

ウ 応募者の構成員は、他の応募者の構成員になることはできません。 

 

(2) 参加資格確認基準日 

参加資格確認基準日は、参加表明書提出日を予定しています。ただし、代表企業が、

特定事業契約締結日までに下記の参加資格要件を欠くような事態が生じた場合には、

当該応募者は失格となります。 

 

(3) 基本的要件 

応募者の構成員は、いずれも以下の要件を満たす必要があります。 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４の規定による市の入札

参加資格制限基準による入札参加の資格制限に該当していないこと。 
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イ 市の指名停止基準に基づく指名停止を参加資格確認基準日に受けていないこと。 

 

ウ 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始

の申立てがなされていないこと。 

 

エ 本事業に係るアドバイザリー業務に関与している者又は本事業の事業者選定審査

委員会委員若しくはこれらの者と資本面又は人事面において関係がある者でないこ

と。 

 

(4) 各業務に当たる企業の要件 

応募者の構成員として設計、建設の各業務に当たる企業は、それぞれ以下の要件を

満たす必要があります。 

 

ア 設計に当たる企業の要件 

(ｱ) 建築士法（昭和25年法律第202号）第２３条の規定による一級建築士事務所の登

録を行っていること。 

(ｲ) 市の測量・建設コンサルタント等業務の「工事に係る測量等競争入札参加資格

者名簿」に登録されており、その希望する業種が建築一般であること。 

 

イ 建設に当たる企業の要件 

(ｱ) 建設業法（昭和24年法律第100号）第１５条の規定による建築工事業に係る特定

建設業の許可を受けていること。 

(ｲ) 市の「建設工事競争入札参加資格者名簿」に登録されており、その工種が建築

一式工事であること。 

 

(5) 特別目的会社（ＳＰＣ）の設立に関する要件 

ア 落札者は、仮契約締結までに商法（明治 32 年法律第 48 号）に定める株式会社と

して、本事業を実施する特別目的会社（ＳＰＣ）を設立するものとします。 

イ 落札者は、仮契約締結時までに特別目的会社（ＳＰＣ）を長野市内に設立する必

要があります。また、代表企業の出資比率は出資者中最大とします。 

ウ 全ての出資者は、特定事業契約が終了するまで特別目的会社（ＳＰＣ）の株式を

保有するものとし、市の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等

の設定その他一切の処分を行ってはなりません。 

 

(6) 特別目的会社（ＳＰＣ）設立後の要件 

特別目的会社（ＳＰＣ）は、本施設の開所３ヶ月前までに下記の要件を満たすもの

とします。 
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ア １年以上の温泉施設等の運営実績を有する者が所属していること。 

イ １年以上の高齢者福祉・地域福祉に関する実務実績を有する者が所属しているこ

と。 

ウ 健康増進・介護予防の知識を有する者が所属していること。 

 

４ 審査及び選定に関する事項 

 

(1) 事業者選定審査委員会の設置 

事業提案の審査は、透明性及び公平性を確保することを目的として設置した、有識

者及び市の職員で構成される事業者選定審査委員会において行います。事業者選定審

査委員会は、以下の有識者及び市の職員の７名で構成されます。 

委 員 長  藤沢 謙一郎 （信州大学副学長） 

委  員  小林 邦一  （あずさ監査法人代表社員 長野事務所長） 

委    員  橋詰 利子  （長野県建築士会長野支部女性建築士委員会副委員長） 

委  員  山口 純一  （若穂地区区長会長） 

委    員  米倉 秀史  （長野市企画政策部長） 

委  員  増山 幸一  （長野市保健福祉部長） 

委    員  小池 睦雄  （長野市産業振興部長） 

 

(2) 審査方法及び選定 

事業者選定審査委員会は、提案内容の審査における評価項目の検討及び応募者から

提出された提案書の審査を行います。審査に際しては、あらかじめ定めた落札者決定

基準に基づいて提案書の審査を実施します。 

事業者選定審査委員会の審査は、入札価格のほか、設計・建設、運営及び維持管理

等の提案内容、市の要求水準との適合性並びに資金計画及びリスク分担を含む事業計

画の妥当性・確実性等の各面から総合的に評価します。 

市は、事業者選定審査委員会の審査に基づき、落札者を決定します。なお、具体的

な落札者決定基準は、入札公告時に公表します。 

 

(3) 結果の公表 

市は、落札者を決定した場合は、その結果を速やかに公表します。 

 

(4) 特定事業契約の締結 

市は、落札者の設立したＳＰＣと特定事業契約を締結します。 

 

(5) 落札者を決定しない場合 

市は、事業者の募集、評価及び落札者の選定において、応募者がいない、あるいは、

いずれの応募者も公的財政負担の縮減等の達成が見込めない等の理由により、本事業
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をＰＦＩ事業として実施することが適当でないと判断した場合には、落札者を決定せ

ず、特定事業の選定を取り消すこととし、その旨を速やかに公表します。 

 

(6) 著作権 

提出書類に含まれる著作物の著作権は応募者に帰属するものとし、市に帰属しませ

んが、公表、展示、その他市がこの事業に関し必要と認める用途に用いる場合は、市

は、これを無償で使用できるものとします。また、契約に至らなかった応募者の提案

については本事業の公表の目的以外には使用しません。なお、提出を受けた書類は返

却しません。 

 

(7) 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づ

いて保護される第三者の権利となっている工事材料、施工方法、維持管理運営方法等

を使用したことに起因する責任は、提案を行った応募者が負います。 
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第３ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する

事項 

 

１ 基本的考え方 

本事業における責任分担の考え方は、市と事業者が適正にリスクを分担することによ

り、より低廉で質の高いサービスの提供をめざすものとします。この考え方に基づいて

市の考える本事業の設計、建設、運営及び維持管理において発生するリスクの分類・分

担を、別紙－４「予想されるリスク及び市と事業者のリスク分担表（案）」に示します。

このリスク分類・分担は、今後、実施方針等の意見を踏まえ変更されることがあります。 

 

２ 提供されるサービス水準・仕様 

本事業における施設の設計、建設、運営及び維持管理に関するサービス水準及び仕様

は、要求水準書（案）において示します。 

 

３ 事業の実施状況のモニタリング 

市は、事業者が実施する本施設の設計、建設、運営及び維持管理について、定期的に

モニタリングを行います。モニタリングの方法、内容等については、特定事業契約に定

めます。 

また、事業者の提供する本施設の設計、建設、運営及び維持管理に係るサービスが十

分に達せられない場合、市は事業者に対して改善勧告を行うとともに、改善策の提出と

その実施を求め、場合によっては、サービスに対する支払の減額等を行うことができる

こととします。 
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第４ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

 

１ 計画地に関する事項 

(1) 敷地条件 

建設場所  長野市若穂綿内 1330-3、1330-6 （綿内東山工業団地内） 

敷地面積  ６，２４４．５１㎡ 

地域指定 
 工場立地法：工場適地、 工場再配置促進法：誘導地域 

都市計画法：工業地域 

接道条件  幹線道路 １２ｍ、補助幹線道路 ７ｍ 

交  通 
 上信越自動車道 須坂長野ＩＣより約１ｋｍ 

 ＪＲ長野駅から約８ｋｍ、長野電鉄綿内駅から約１．５ｋｍ 

現  況  造成工事 平成８年１月２６日竣工 ２区画分 

所有者  長野市 

 

(2) インフラ整備状況の整理 

上水道 
 長野市水道局にて給水管（口径５０ｍｍ）を敷地内の仕切弁先約１

ｍまで設置、これ以外は事業者負担。 

下水道 
 長野市水道局にて下水道取付管を敷地内約３０ｃｍまで設置 

 これ以外は事業者負担。 

雨水排水  排水路（道路側溝）及び雨水調整池（工業団地内）は整備済み。 

ガ  ス  ＬＰＧ（都市ガス供給なし） 

電  気 
 工業団地内に６ｋｖの配電線あり。 

特別高圧７７ｋｖ供給可能。 
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(3) 源泉に関する条件 

本施設の源泉 

（平成９年 11

月 の 調 査 結

果） 

所在地  長野市若穂綿内 1830-1、1831-3 

敷地   ７７９㎡（市有地） 

計画地までの道路最短距離  約 600ｍ 

源泉深度 １，０５０ｍ 

湧出量  ４３０ﾘｯﾄﾙ／分（自噴） 

温度   約３９．３℃   

 泉質   アルカリ性単純温泉 

無色透明、弱硫化水素味、塩味を有す水素イオン濃度 

ＰＨ８．６ 

溶在ガス成分なし 

平成16年 3月

湯量調査の結

果 

湧出量  １７７ﾘｯﾄﾙ／分（自噴） 

温度   約４０．２℃   

 水素イオン濃度  ＰＨ７．９ 
 

(4) その他施設計画上の条件 

建築基準法  建ぺい率 ６０％、容積率 ２００％、斜線制限あり 

緑  化 敷地面積 1,000 ㎡以上は、「長野市緑を豊かにする条例」により、

敷地面積から建築面積を控除した面積の１０％部分に植栽が必要。 

 

(5) 土地の使用等に関する事項 

市は、設計・建設期間中、本事業の用に供するため、事業者に市有地である土地を

無償で貸与します。 

 

２ 施設設計・建設及び運営上の基本方針 

本施設の設計、建設及び運営上の基本方針は、次のとおりとします。ただし、具体的

な内容については、要求水準書（案）に提示します。 

 

(1) 訪れる人に優しい施設 

バリアフリーに対応し、すべての方に使いやすいユニバーサルデザインの理念に配

慮するとともに、複合施設の形態に配慮した、訪れる人に優しい施設とします。 

 

(2) 地球環境に配慮した施設 

省資源、省エネルギー、廃棄物の減量及びリサイクルなど地球環境に配慮し、環境

負荷の低減に努める施設とします。 

 

(3) 安全で安心な施設 

市民の誰もが訪れる施設であることから、利用者の安全性が十分に確保され、安心

して気持ち良く利用できる施設とします。 
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(4) 高齢者福祉及び地域福祉の拠点となる施設 

地域福祉活動の場を提供し、地域福祉の促進を図るとともに、高齢者の健康増進・

教養の向上を図り、レクリエーションの場を提供する施設とします。 

 

(5) ふれあい・交流が図れる施設 

市民の誰もが気軽に利用でき、交流や地域の活性化の拠点となる施設とします。 

 

(6) 健康維持・健康増進が図れる施設 

類似施設との差別化を図り、温泉を利用した設備・プログラム等により、市民の健

康寿命の延伸を図ることを目的とする施設とします。 

 

(7) 経済性に優れた施設 

施設の設計、建設、運営及び維持管理期間中、効率的な運営・維持管理を行い、ラ

イフサイクルコストの削減等、経済性に優れた施設とします。 

 

３ 施設の概要 

本事業で計画する施設の具体的な内容は、以下のとおりとします。 

(1) 施設の概要 

本施設は「温泉利用施設」と「老人福祉センター」の２施設で構成される複合施設

であり、「温泉・健康維持増進ゾーン」、「老人福祉ゾーン」、「休憩ゾーン」及び「管理

共用ゾーン」の４つのゾーンからなる屋内施設と駐車場などの屋外施設から構成され

ます。 

屋内施設は、延床面積を約 2,000 ㎡として想定しています。 

 

(2) 屋内施設 

ア 温泉・健康維持増進ゾーン 

浴場（大浴場、露天風呂、サウナ等各種浴槽）、健康増進浴槽（運動浴槽又は歩行

浴槽等）、脱衣室、更衣室、福祉浴室 

 

イ 老人福祉ゾーン 

多目的ホール、会議室、作業室、和室、図書室 

 

ウ 休憩ゾーン 

大広間、和室等 

 

エ 管理共用ゾーン 

事務室（フロント兼用）、従業員休憩室、ロビー（展示・物販・飲食コーナー）、

厨房、シューズロッカー、洗面所、機械室、喫煙所、倉庫、廊下 
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(3) 屋外施設 

ア 駐車場（120 台程度） 

一般者駐車場、車いす使用者用駐車場、バス用駐車場、駐輪場 
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第５ 事業計画又は契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関す

る事項 

 

  事業計画又は契約の解釈について疑義が生じた場合、市と事業者は、誠意をもって協

議するものとし、協議が整わない場合は、特定事業契約中に規定する具体的措置に従い

ます。 

また、特定事業契約に関する紛争については、長野地方裁判所を合意による第一審の

専属管轄裁判所とします。 
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第６ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

 

本事業において、事業の継続が困難となった場合には、次の措置をとることとします。 

 

１ 事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

(1) 事業者の提供するサービスが、特定事業契約で定める事業者の責めに帰すべき事由

により債務不履行又はその懸念が生じた場合、市は、事業者に対して、改善勧告を行

い、一定期間内に改善策の提出・実施を求めることができます。事業者が当該期間内

に改善をすることができなかったときは、市は、特定事業契約を解除することができ

ます。 

 

(2) 事業者が倒産し、又は事業者の財務状況が著しく悪化し、その結果、特定事業契約

に基づく事業の継続的履行が困難と合理的に考えられる場合、市は特定事業契約を解

除することができます。 

 

(3) 第１号及び前号により市が特定事業契約を解除した場合、事業者は、市に生じた損

害を賠償しなければなりません。 

 

２ 市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

(1) 市の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により事業の継続が困難となった場合、

事業者は特定事業契約を解除することができるものとします。 

 

(2) 前号の規定により事業者が特定事業契約を解除した場合、市は、事業者に生じた損

害を賠償するものとします。 

 

３ 当事者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場合 

不可抗力その他市又は事業者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が

困難となった場合、市及び事業者双方は、事業継続の可否について協議します。一定の

期間内に協議が整わないときは、それぞれの相手方に事前に書面による通知をすること

により、市及び事業者は、特定事業契約を解除することができるものとします。 

 

４ その他 

（1） その他、事業の継続が困難となった場合の措置の詳細は、特定事業契約に定めます。 

（2） 事業の安定的な継続を図るため、市は、必要に応じて、一定の事項について、予め、

事業者に本事業に関する資金を融資する金融機関と適切な取決めをするための協議

を行います。 
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第７ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

 

ＰＦＩ法に規定する法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する

事項は、次のとおりです。 

 

１ 市は、事業者が法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援を受けること

ができるよう努めます。 

 

２ 市は、事業者に対し、補助、出資等の支援は行いません。 
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第８ その他特定事業の実施に関し必要な事項 

 

１ 議会の議決 

市は、債務負担行為の設定及び特定事業契約の締結に関しては、予め議会の議決を経

るものとします。 

なお、債務負担行為の設定に関する議案を、平成１６年６月長野市議会定例会に提出

予定です。 

 

２ 応募に伴う費用負担 

応募に伴う費用は、すべて応募者の負担とします。 

 

３ 実施方針に関する問合せ先 

 

本実施方針に関する問合せ先は、次のとおりとします。 

 

〒380-8512 長野市大字鶴賀緑町１６１３番地 

長野市産業振興部観光課 ＰＦＩ担当 

電 話  026－224－5042 

ＦＡＸ 026－224－5043 

E-mail  Kankou@city.nagano.nagano.jp 
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（第１号様式） 

平成１６年  月  日 

長野市長  鷲澤 正一 様 

 

実施方針に関する説明会及び現地見学会参加申込書 

 

「長野市温湯地区温泉利用施設整備・運営ＰＦＩ事業」の実施方針に関する説明会及び

現地見学会の参加を申し込みます。 

 

 

会社名  

所属  

所在地  

担当者名  

電話  

FAX  

E-Mail  

出席者名  

  

  

※実施方針に関する説明会及び現地見学会への参加は、１社３名までとします。 
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（第２号様式） 

平成１６年  月  日 

長野市長  鷲澤 正一 様 

 

実施方針に関する質問・意見書 

 

「長野市温湯地区温泉利用施設整備・運営ＰＦＩ事業」に関する実施方針について、次

のとおり質問・意見がありますので提出します。 

 

会社名  

所属  

担当者名  

電話  

FAX  

質問・意見者 

E-mail  

 

１）質問 

No. 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問の内容 

1       

2       

…       

（例） 1 第１ １ (1) 事業名称  

       

 

２）意見 

No. 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 意見の内容 

1       

2       

…       

（例） 1 第１ １ (1) 事業名称  

       

 

※MS-Excel（Windows 版）のファイル形式で提出して下さい。 
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（別紙－１） 

 

計 画 地 位 置 図 
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（別紙－２） 

 
事 業 区 域 図 
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（別紙－３） 

 

事業スキーム図（ＢＴＯ方式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直接契約 

サービス提供 

施設利用料金 

融資契約 

出資・配当 

長野市 

施設利用者 

 

 

ＰＦＩ事業者 

（ＳＰＣ） 

設計会社 

サービス対価の支払 

出資者 

金融機関 

業務委託（請負）契約 

サービス提供 
 

建設会社 維持管理会社 運営会社 

保険会社 

事業契約 

（徴収代行） 

施設利用料金 

保険契約 
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（別紙－４） 

 

 

予想されるリスク及び市と事業者のリスク分担表（案） 

 

 
負担者 段

階 
リスクの種類 リスクの内容 

市 事業者 分担 
募集要項等の誤り 募集要項等の誤りや不備 ○   
事業内容の変更 事業の業務範囲の縮小、拡充等 ○   

本事業に直接関係する法令の変更 ○   法令の変更（税制の

変更を含む） その他の法令の変更  ○  
市の責めに帰すべき事由によるもの ○   

第三者賠償 調査・工事による騒音・振動・地盤沈下等に

よる場合 
 ○  

本施設の設置及び本事業を行政サービスとし

て実施することに関する住民反対運動 
○   

住民問題 
調査・建設工事に関する住民反対運動  ○  

事故の発生 調査・建設・運営する上での事故の発生  ○  
環境の保全 調査・建設・運営する上での環境の破壊  ○  

市が実施した測量・地質調査部分 ○   測量・地質調査の誤

り 事業者が実施した測量・地質調査部分  ○  
市の指示、議会の不承認によるもの ○   
市の債務不履行によるもの ○   
施設の建設に必要な許認可等の遅延によるも

の 
 ○  

事業の中止・延期 

事業者の事業放棄、破綻によるもの  ○  
設計・建設期間中の物価変動  ○  

物価変動 
運営期間中の物価変動 ○   
設計・建設期間中の金利変動  ○  

金利変動 
運営期間中の金利変動   ○※１ 

共 
 
 
 
通 

不可抗力 戦争・暴動・天災等による損害、事業の中止   ○※２ 

市の提示条件・指示の不備、変更によるもの ○   
設計変更 

事業者の指示・判断の不備によるもの  ○  設 
計 
応募コスト 応募に係るコストの負担  ○  

用地の確保 建設用地の確保に関すること ○   
市が事前に公表したもの ○   

地中障害物 
上記以外のもの  ○  

工事遅延・未完工 工事遅延・未完工による開業の遅延  ○  
市の指示を原因とする工事費の増大 ○   

工事費増大 
上記以外の原因による工事費の増大  ○  

性能 要求仕様不適合（施工不良を含む）  ○  

一般的損害 
工事目的物・材料・他関連工事に関して生じ

た損害 
 ○  

建 
 
 
 
設 

源泉送湯設備 
源泉の泉量・泉質・泉温の変化による工事費

の増大 
○   
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負担者 段

階 
リスクの種類 リスクの内容 

市 事業者 分担 
市の責めによる事業内容・用途変更に関す

るもの 
○   

事業内容の変更 
上記以外の原因による事業内容・用途変更

に関するもの 
 ○  

物価、計画変更以外の要因による運営費用

の増大 
○   

運営費の上昇 

上記以外の要因による運営費用の増大  ○  
施設損傷 不可抗力を除く事由による施設の損傷  ○  
性能 要求仕様不適合（施工不良を含む）  ○  
利用者対応 施設利用者からの苦情等  ○  

設備の故障等、事業者の業務責任範囲内の原

因で温泉利用に支障が生じるもの 
 ○  

温泉利用の支障 
温泉の枯渇、泉量・泉質・温度の変動等、温

泉自体の原因で温泉利用に支障が生じた場合 
○   

運 
 
 
 
 
営 

需要の変動 利用者数の増減による収入の増減等   ○※３ 

 

※１：金利（＝基準金利＋スプレッド（利ざや））のうち、基準金利の変動リスクについては市側が、スプ

レッドのリスクについては事業者が負担することを想定。 

※２：一定の金額以下は事業者負担（例えば建設期間中は建設費の 1/100）、それを超える場合は市負担を

想定。 

※３：基本的に市が負担するが、利用者の増加等に対応し、事業者にボーナス料金を支払う等の仕組みを

想定。 

 

 

 


